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１ 用途地域制度について

【用途地域とは・・・】

都市計画法第８条第１項第１号に規定される地域地区制度の１つ

で、地域ごとの市街地の将来像に向けて土地利用を誘導するた

めのもの

⇒良好な市街地環境の形成や、都市における住居、商業、工業など

の適正な配置による機能的な都市活動の確保を目的として、建物

の用途、容積率、建ぺい率、高さなどを規制・誘導する都市計画・

建築規制制度
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（１）用途地域について（抜粋）

第二種低層住居専用地域

主に低層住宅のための地域

小中学校などのほか、150ｍ2までの

一定のお店などが建てられる地域
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第一種住居地域

住居の環境を守るための地域

3,000ｍ2までの店舗、事務所、ホテル

などは建てられる。



（１）用途地域について（抜粋）
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近隣商業地域

近隣住宅地の住民が日用品の買物な
どをするための地域

住宅や店舗のほかに小規模の工場も

建てられる。



（２）用途地域における建て方のルール

用途地域が指定されている地域は、建築物の用途の制限と

合わせ、建築物の建て方のルールが定められている。

⇒土地利用に応じた環境の確保が図られるようになっている。

例：土地の面積と建物の床の面積の比率（容積率）

道路の幅に見合った建物の高さ等
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（３）建築物の容積率と建ぺい率について
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Ｃ：延べ床面積・・各階の
床面積の合計

建ぺい率＝Ｂ／Ａ・・敷地面積に

対する建築面積の割合

容積率＝Ｃ／Ａ・・敷地面積に

対する延べ床面積割合

Ａ：敷地面積

Ｂ：建築面積・・原則建築物
の水平投影面積



 

用途地域変更対象地 

① 国道 19号沿道地区 1.7ha 

    第二種低層住居専用地域（60/100） 

 →近隣商業地域（80/200） ② 穂並地区  6.4ha 

 第一種住居地域（60/200） 

→近隣商業地域（80/200） 

① 国道１９号沿道地区 

② 穂並地区 
※（ ）内の表記：（建ぺい率/容積率） 
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２ 山田地区用途地域変更の内容について



 

一 低 

二 低 

一中高 

二中高 

一 住 

二 住 

近 商 

準 工 

工 業 

二 低 

一 住 

一 低 一 低 

一 低 

一中高 

一中高 

二中高 

一 住 

一 住 

一 住 

準 工 

二 住 

近 商 
準 工 

準 工 

準 工 

準 工 

工 業 

一中高↓ 

現行用途 

①

②
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（１）都市計画用途地域変更地域（素案）

１ 国道19号沿道地区

２ 穂並地区



 

第１種低層住居専用地域 

第２種低層住居専用地域 

第１種中高層住居専用地域 

第２種中高層住居専用地域 

第１種住居地域 

第２種住居地域 

近隣商業地域 

準工業地域 

工業地域 

一 低 一 低 

一 低 

一中高 

一中高 

二中高 

一 住 

一 住 

一 住 

準 工 

二 住 

近 商 
準 工 

準 工 

準 工 

準 工 

工 業 

一中高↓ 

変更地域(案) 

１ 国道 19号沿道地区 

第２種低層住居専用地域 

→ 近隣商業地域 

２ 穂並地区 

第１種住居地域 

→ 近隣商業地域 近 商 

（２）変更箇所位置図
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（3）国道１９号沿道地区

・第二種低層住居専用地域

→近隣商業地域へ

・面積：1.7ha

・建ぺい率：60％→80％

・容積率：100％→200％
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【変更の理由】

現在は住居系用途地域であるが、現状の土地利用は住商

混在化が進んでおり、主要幹線道路（国道19号線）沿道でもあ

ることから、幹線道路沿道における商業・サービス系施設の立

地を想定した用途地域へ変更する。



（4）穂並地区
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・第１種住居地域→近隣商業地域へ

・面積：6.4ha

・建ぺい率：60％→80％

・容積率：200％（変更なし）

【変更の理由】

現在は住居系用途地域であるが、現

状の土地利用は住商混在化が進んで

おり、幹線道路（（一）上山田寺河戸線）

沿道でもあることから、幹線道路沿道に

おける商業・サービス系施設の立地を

想定した用途地域へ変更する。
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（5） 建築物の用途制限①
（第二種低層住居専用地域・第一種住居地域→近隣商業地域）
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（5）建築物の用途制限②
（第二種低層住居専用地域・第一種住居地域→近隣商業地域）
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（5）建築物の用途制限③
（第二種低層住居専用地域・第一種住居地域→近隣商業地域）
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３ これまでの取り組み

平成２３年１１月 下山田区長及び地元組長より山田地区内用途地域

規制緩和に関する要望書の提出

平成２４年 ２月 上記の要望書について、住民の意見を伺いながら

用途地域を見直す方針である旨を回答

平成２４年 ７月 平成２４年第１回都市計画審議会

用途変更について審議→意見なし

平成２４年 ９月 地元説明会

平成２４年１０月 素案の閲覧

〃 岐阜県より、上位計画等との整合について指摘

（都市計画区域MP・瑞浪市都市計画MP）

平成２９年度 瑞浪市都市計画MPの改定→用途変更について明記

令和２年度 都市計画区域MPの改定→用途変更について明記予定
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４ 用途地域変更スケジュール（案）

令和２年 １２月 都市計画審議会（本日）

令和３年１～２月 素案の相談・調整（県都市政策課）

令和３年３～４月 素案の下協議（県都市政策課）

５～６月 都市計画審議会（素案の審議）

素案の閲覧・パブリックコメント・公聴会の

開催等による住民意見の反映（HP、市報）

９～１１月 案の事前協議（県都市建築部）

令和３年１２月～

令和４年１月

２月 都市計画審議会（住民意見等の報告）

３月～５月 県知事協議・県都市計画審議会

６月～７月 都市計画決定及び縦覧

７～８月

公告並びに案の縦覧


